
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北米プレート 

（大陸プレート）

太平洋プレート 

（海洋プレート） 

ユーラシアプレート 

（大陸プレート） 

フィリピン海プレート 

（海洋プレート） 

日
本
海
溝

南海トラフ 

東海地震 

東南海地震 

南海地震 

地球の表⾯は、厚さ１００ｋｍほどのプレート
という⼗数枚の岩盤から形成されている。 

プレートには海洋プレートと⼤陸プレートの
２種類があり、海洋プレートは⼤陸プレートより
重いため、２つのプレートがぶつかると、海洋プ
レートは⼤陸プレートの下へ潜り込む。 

この、潜り込むときに２つのプレートのさかい
⽬に⼤きな⼒が働くことで地震が起こる。 

このとき発⽣する地震には、海溝型地震と内陸
型地震の２種類がある。 

津波の発生 

隆起 
沈下

断層運動に伴う

地震の発生 フィリピン海プレート 

ユーラシアプレート 

フィリピン海プレートは、ユーラシアプレートの下に年間３〜５㎝程度潜り込んでおり、プレート境界に南海トラフ（海底
の細⻑い⾕）が形成されている。ユーラシアプレートの端では、フィリピン海プレートの潜り込みにより徐々に歪が蓄積さ
れ、その歪が限界に達した時に海溝型の巨⼤地震が発⽣する。 

南海トラフでは、１００年から１５０年の間隔で
海溝型の地震が発⽣しており、最近では、１９４４
年に昭和東南海地震、１９４６年に昭和南海地震が
発⽣している。 

昭和東南海地震では東海地震の想定震源域が破
壊されずに残り、いわゆる東海地震の発⽣が以前か
ら懸念されている。 

また、昭和南海地震では、それ以前の地震に⽐べ
規模が⽐較的⼩さかったため、次の地震エネルギー
の蓄積が早く、今世紀前半にも東南海・南海地震が
発⽣する可能性が⾼いといわれている。 

南海トラフで発⽣が懸念されている巨⼤地震は、
千年あるいはそれ以上の間隔で発⽣するものとさ
れている。 

 

 

■東海・東南海・南海地震の発生の歴史

東南海地震 東海地震南海地震

１６０５ ２ ３ ７．９

１７０７ １０ ２８ ８．４

１８５４ １２ ２３ ８．４

１８５４ １２ ２４ ８．４

１９４４ １２ ７ ７．９

３２時間後

１９４６ １２ ２１ ８．０

発生年 月 日 ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

宝永地震

安政東海地震

安政南海地震

２年後

昭和南海地震

昭和東南海地震

102年

147年

190年

？年

２ＸＸＸ ＸＸ ＸＸ ？？ 東海・東南海・南海地震発生のおそれ

同時

慶長地震同時

ユーラシアプレート 

フィリピン海プレート 

海面 

引きずられる力 

南海トラフで発⽣する地震 １ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⼤阪平野は、淀川や⼤和川から流されてきた⼟砂が
堆積して形成されている。更に、江⼾時代の新⽥開発 
による⼲拓等により、⼟地を拡⼤してきている。この 
ため、広範囲に海⽔⾯以下の⼟地（ゼロメートル地帯） 
が拡がっている。 

平野部においては、⼯業・商業等の産業系⼟地利⽤
が進んでおり、居住⼈⼝(夜間⼈⼝)を超える昼間⼈⼝
を⽀える都市が形成されている。 

地質は、関東から九州へのびる断層系である中央構造
線の北側に位置し、⻄南⽇本内帯に属する。⼭地は和泉 
層群、丹波層群や花崗岩類で形成されており、⾵化する 
と⾮常に脆弱な地質となっている。 

出典）国土地理院 1:25,000 デジタル標高地形図 出典）大阪府「今後の土砂災害対策の進め方」検討委員会報告書 

出典）大阪府土地利用現況調査(Ｈ18)より作成 出典）国勢調査(Ｈ22)より作成 250m メッシュで表示 
産業の発達は雇⽤が促進されることとなり、⼤阪の昼

間⼈⼝は居住⼈⼝(夜間⼈⼝)を⼤きく上回っている。 

⼤阪の地形（標⾼） ⼤阪の地質

⼤阪の⼟地利⽤状況 ⼤阪における⼈⼝集積（昼間⼈⼝）

⼤阪の現状 ２ 
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 震度 6 強から震度 5 弱を観測し、海溝型地震の特徴と
して、⻑い時間の揺れとなる可能性が⾼い。 

南海トラフ巨⼤地震の津波は、防潮堤や⽔⾨等を越えて、
臨海部だけでなく、⼤阪都⼼部等の広範囲に浸⽔する可能 
性がある。 

（出典）大阪府(H25.8.20 公表) 

特に、この図の区域では、南海トラフ巨⼤地震における
液状化現象により、防潮堤等が沈下し、河川からの流⼊が 
始まる可能性がある。

 南海トラフを震源とし、千年⼜はそれ以上に１回来る可能性のある地震。⻄⽇本全域に広域災害となる可
能性が指摘されている。被害の甚⼤さから、避難等が⻑期化することも予想されている。 

⼤阪の地質から、臨海部や旧河道等の内陸部に⾄るま
で、液状化の可能性が⾼い。 

（出典）南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会

津波が到達するまでに防潮堤の沈下等により浸⽔が始まる区域津波浸⽔想定 

震度分布 液状化の可能性

（出典）南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会 （出典）南海トラフ巨大地震災害対策等検討部会

３ 南海トラフ巨⼤地震の揺れ・津波の予想〔Ｍ９クラスの場合〕 



第４章 大阪府域における地震・津波被害 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定地震 南海トラフ巨⼤地震 

地震の規模 マグニチュード（Ｍ）
       ９．０〜９．１

計測震度５弱〜６強
建物全半壊棟数 全壊 １７９千棟

半壊 ４５９千棟
出⽕件数（炎上出⽕冬18時） 61 
死傷者数（冬１８時） 
 

死者  １３４千⼈（津波の早期避難率が低い場合）
       ９千⼈  （津波の避難が迅速な場合） 

負傷者  ８９千⼈（津波の早期避難率が低い場合） 
   ２６千⼈  （津波の避難が迅速な場合）

避難者数 １９２万⼈（内、避難所⽣活者数 １１８万⼈） 
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

停電 ２３４万軒  
ｶﾞｽ供給停⽌ １１５万⼾  
電話不通 １４２万加⼊者
⽔道断⽔ ８３２万⼈  

経
済
被
害 

資産等の被害額 ２３．２兆円
⽣産・サービス低下 ５．６兆円
合  計 ２８．８兆円 

（出典）大阪府地域防災計画

津波は「波」と書くが、波のイメージではなく、海⾯変動
により、莫⼤なエネルギーを持った海⽔が無尽蔵に⼊って
くる。 

津波の速さは、海岸近くでは、オリンピック短距離⾛の選⼿
並みの速さになる。

出典）消防庁ホームページ

津波警報が出れば、河川や海岸には絶対に近づかず、近傍の津波
避難ビル等の⾼所(３階以上)に避難。まずは、命を守る⾏動に出る
ことが必要である。 

⼤阪府「津波・⾼潮ステーション」等で正確な知識
を⾝につけることが重要である。 

出典）大阪府津波・高潮ステーション

被害想定 

津波への備え 
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⼤阪府では、府域に⼤きな被害を及ぼす恐れのある活断層による直下型地震や南海トラフでの地震が発⽣した場
合の被害の予測を⾏っており、それぞれの地震の揺れの予測と津波による浸⽔の予測は次のとおりである。

津波モデル：想定東南海・南海地震津波(*1) 

計算潮位：朔望平均満潮位(T.P.+0.8m ) 
地形条件：現況及び将来地形 
防潮施設：防潮堤／地震による被害無し 
防潮施設：防潮水門・樋門・鉄扉／開放（*2） 

 

（*1）大阪港と大阪港以南で各々津波が最大となる波源を採用 

（*2）大阪港は、常時閉鎖されている施設と夜間に閉鎖される施 

設は閉鎖大阪港以南は、常時閉鎖されている施設は閉鎖 
【注意】この震度予測図、浸⽔予
測図は必ずしも絶対的なもので
はありません。     

田尻町～岬町

大阪市 

○で⽰した港湾・漁港では岸壁・物揚場と⼀
部の背後市街地で浸⽔が⽣じるおそれが
あります。 

堺市～泉佐野

東南海・南海地震の揺れ・津波の予測〔M8.6 クラスの場合〕

震度分布 

府域に被害を及ぼす恐れのある活断層と揺れの予測 ４ 



第４章 大阪府域における地震・津波被害 

 

 

 

想定地震 有⾺⾼槻断層帯 中央構造線断層帯 東南海･南海地震 

地震の規模 マグニチュード（Ｍ）
 ７．３〜７．７

マグニチュード（Ｍ）
７．７〜８．１

マグニチュード（Ｍ）
 ７．９〜８．６

計測震度３〜７ 計測震度３〜７ 計測震度４〜６弱
建物全半壊棟数 全壊  ８６千棟

半壊  ９３千棟
全壊  ２８千棟
半壊  ４２千棟

全壊  ２２千棟
半壊  ４８千棟

出⽕件数 
（炎上１⽇⼣刻） １０７ ２０ ９

死傷者数 
 

死者   ３千⼈
負傷者 ４６千⼈

死者  ０．３千⼈
負傷者 １６千⼈

死者  ０．１千⼈
負傷者  ２２千⼈

罹災者数 ７４３千⼈ ２３０千⼈ ２４３千⼈
避難所⽣活者数 2１７千⼈ ６７千⼈ ７５千⼈
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

停電 ４１万軒  １５万軒  ８万軒
ｶﾞｽ供給停⽌ ６４万⼾  ８万⼾      －
電話不通 １７万加⼊者 ８万加⼊者     －
⽔道断⽔ ２３０万⼈  １１１万⼈  ７８万⼈

経
済
被
害 

直接被害 ２．８兆円 １．１兆円 １．４兆円
間接被害 １．７兆円 １．４兆円 ０．１兆円
合  計 ４．５兆円 ２．５兆円 １．５兆円 

 

 

想定地震 上町断層帯（Ａ） 上町断層帯（Ｂ） ⽣駒断層帯 

地震の規模 マグニチュード（Ｍ）
 ７．５〜７．８

マグニチュード（Ｍ）
７．５〜７．８

マグニチュード（Ｍ）
 ７．３〜７．７

計測震度４〜７ 計測震度４〜７ 計測震度４〜７
建物全半壊棟数 全壊 ３６３千棟

半壊 ３２９千棟
全壊 ２１９千棟
半壊 ２１３千棟

全壊 ２７５千棟
半壊 ２４４千棟

出⽕件数 
（炎上１⽇⼣刻） ５３８ ２５４ ３４９ 

死傷者数 
 

死者   １３千⼈
負傷者 １４９千⼈

死者   ６千⼈
負傷者 ９１千⼈

死者   １０千⼈
負傷者 １０１千⼈

罹災者数 ２，６６３千⼈ １，５１５千⼈ １，９００千⼈
避難所⽣活者数 ８１４千⼈ ４５４千⼈ ５６９千⼈
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン 

停電 ２００万軒  ６０万軒  ８９万軒  
ｶﾞｽ供給停⽌ ２９３万⼾  １２８万⼾  １４２万⼾  
電話不通 ９１万加⼊者 ４２万加⼊者 ４５万加⼊者
⽔道断⽔ ５４５万⼈  ３７２万⼈  ４９０万⼈  

経
済
被
害 

直接被害 １１．４兆円 ６．９兆円 ８．３兆円
間接被害 ８．２兆円 ５．２兆円 ４．１兆円
合  計 １９．６兆円 １２．１兆円 １２．４兆円

※経済被害／直接被害︓建物資産・家財喪失、解体撤去費、道路・鉄道施設被害、ライフライン施設被害など 
※経済被害／間接被害︓応急仮設住宅設置費、交通被害によるユーザーコスト、ライフライン途絶、 

資本・労働喪失による産業の⽣産低下 
（出典）大阪府地域防災計画

被害想定 
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